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国際連合                         

 

  未定稿                      配布：一般 

2018 年 6 月 6 日 

 

原文：英語 

 

強制失踪委員会 

 

強制失踪条約第２９条１に基づく日本政府報告書に関する質問票（ＬＯＩ） 

 

Ⅰ．一般 

１ 本報告書の準備過程，特に，本報告書が被害者家族会や強制失踪問題を扱う

人権擁護者，ＮＧＯ等と幅広く有意義な協議を行ったことに恩恵を受けたもの

であるか否かにつき，情報提供願いたい。 

 

２ 政府報告書パラ１６５にも記載があるが，本委員会が個人通報を受理し検

討する権限について言及された本条約第３１条に対する宣言を行うため，日本

政府がどのような具体的な手順をとることを意図しているかについて，ご教示

願いたい。 

 

３ 人権の保護・促進に関する国内機構の地位に関するパリ原則に基づいた国

内人権機構の設立につき，進展をご教示願いたい。 

 

４ 国内の裁判所や行政当局が本条約の規定を直接適用することが可能か否か

についてご教示願いたい。本条約の規定が引き合いに出された法理が存在する

場合は，その例をご教示願いたい。 

 

５ 強制失踪，すなわち，本条約第２条に定義された強制失踪を構成する３つ全

ての構成条件からなる犯行によって，締約国の管理下において失踪した者の数

を，性別・年齢・国籍ごとに最新の統計データとして提供願いたい。この点にお

いて，今もなお失踪している，いわゆる「慰安婦」の数についても国籍ごとに提

示するとともに，本件に関する申立てが締約国に対し提出されているか否かに

つき明確にされたい。（第１条，第２条，第１２条） 

 

Ⅱ．強制失踪の定義と犯罪化（第１条～第７条） 
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６ 政府報告書パラ１４及び１５に関し，「戦争状態，戦争の脅威，内政の不安

定その他公の緊急事態」において，強制失踪の対象とはされない権利についての

特例が存在しないことを保障する，既存の法的措置及び行政措置について説明

願いたい。現在，緊急事態に関する規定といった，憲法案の文脈で議論されてい

るいかなる改正も，本条約第１条との齟齬が生じないことを確保するために，日

本政府がとった措置について情報提供願いたい。（第１条） 

 

７ 日本政府は，強制失踪を，本条約第２条にある強制失踪を構成する３つ全て

の構成要素からなる「自律犯罪（autonomous crime）」として定義することを意

図しているか否かにつき，情報提供願いたい。政府報告書パラ１６，１７，２０

及び２２に関し，強制失踪が独立した存在となっていない場合，本条約第２条に

定義された強制失踪の事例を扱うための国内法の規定について，追加で情報提

供願いたい。（第２条，第３条，第４条，第１２条） 

 

８ 「自由のはく奪の認知の拒否」や「失踪者の消息若しくは所在の隠蔽」がど

のように国内法令において罰せられるか，ご教示願いたい。強制失踪にあたる行

為に対して刑法で科され得る最高及び最低の刑罰についてもご教示願いたい。

また，最高及び最低の刑罰に関して，それらを減軽又は加重する情状についても

ご教示願いたい。（第７条） 

 

９ 国の許可，支援若しくは黙認を得ることなく個人若しくは集団により行わ

れた本条約第２条に定義された行為に関し，告訴がなされているか否かにつき

ご教示願いたい。仮に告訴があった場合，実行された訴訟手続と有罪判決，及び

それらについて責任を有する者に科された処罰の内容を含む調査のデータ（内

訳）と調査結果を提供願いたい。（第３条，第１２条） 

 

１０ 政府報告書パラ２１及び２２に関し，広範又は組織的な強制失踪の実行

は，人道に対する犯罪を構成すると国内法において法文化されているか否かに

つき，ご教示願いたい。仮にそうである場合は，最高及び最低の刑罰と公訴時効

にかからないこと（imprescriptibility）を含む，国内法における措置の結末に

ついてもご教示願いたい。広範で組織的な強制失踪の行為が，どのように「悪質

な態様として量刑上不利に斟酌されることとなる」のかにつき，説明願いたい。

（第５条，第７条，第８条） 

 

１１ 政府報告書パラ２３に留意するとともに，刑法第６０条～第６２条がど

のように本条約第６条１（a）に規定された全ての行為に対処しているかにつき
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説明願いたい。本条約第６条１（b）にある上官の刑事上の責任につき，国内法

に明示的に組み入れるよう措置を講じたか否かについてもご教示願いたい。ま

た，軍事当局を含む上官による命令による強制失踪を正当化することを国内法

で禁止しているか否か，加えて，刑事弁護における「上司の命令への服従」の概

念が，本件禁止の実効的な実施に影響を及ぼしているか否かにつき情報提供願

いたい。さらに，強制失踪を命じ，許可し，又は奨励する命令や指示に従うこと

を拒否した者は処罰されないことを，国内法で保障しているか否か，また，上司

からの罪を犯す指令に背くことで生じる懲戒処分を受けた部下に対し与えられ

る救済措置について，情報提供願いたい。（第６条，第２３条） 

 

Ⅲ．訴訟手続きと刑事司法協力（第８条～第１５条） 

１２ 政府報告書パラ２５に関し，強制失踪に関する出訴期限（公訴時効）につ

き，日本の刑法上，３～１０年の出訴期間は，「この犯罪の極度の重大性と均衡

のとれたものである」（本条約第８条１（a））となぜ言えるのか，追加で情報提

供願いたい。政府報告書パラ２８に関し，日本政府は，実効的な救済措置への権

利を求める強制失踪の被害者による刑事，民事又は行政措置には出訴期限が適

用されない旨をどのように保障しているのか，説明願いたい。事例がある場合は

ご教示願いたい。（第８条） 

 

１３．政府報告書パラ２９，３０及び３４～３６に留意するとともに，本条約第

９条１（b）及び（c）に関し，想定し得る強制失踪犯罪について，国家による裁

判権の行使をどのように国内法で担保しているのか，また，（b）や（c）が適用

された事例について説明願いたい。加えて，条約が存在しない場合を含め，本条

約第９条２に関し，想定し得る事例において裁判権を確立する法的枠組みにつ

いて明確にされたい。本条約第９条２の事例において起訴や有罪判決に関して

当局が適用した証拠の基準について，また，それらの基準が，海外において強制

失踪の罪を犯した容疑者が自国民又は外国籍である場合も含め，本条約第９条

１の事例に同等に適用されることを確保するための措置について情報提供願い

たい。軍事当局は強制失踪の罪に問われている者を国内法に基づき調査又は起

訴する資格を有するか否かについても，ご教示願いたい。その場合，適用される

法令について情報提供願いたい。（第９条，第１１条） 

 

１４ 政府報告書パラ３１～３３に留意するとともに，以下についてご教示願

いたい。（第１０条） 

（a） 容疑者が当局からの出廷の要求に背いた場合に容疑者の出廷を確保する

ための手続を明確にされたい。 
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（b） 本条約第１０条１の措置をすでに日本政府がとったとした場合における，

事実を認定するための予備調査又は捜査を遂行するにあたっての既存の

法的措置，行政措置，又は司法措置に関する情報を提供されたい。 

（c） 拘留中の容疑者に対し裁判権を有する可能性のある他国に対し，拘留の

状況や同国が裁判権を行使する意図があるかにつき連絡するための国内

法的措置に関する情報を提供されたい。 

 

１５ 政府報告書パラ３８に関し，「行方不明者発見活動に関する規則第６条」

が，失踪者との関係に関わらず，ある者が強制失踪の申し立てを権限のある当局

に報告する権利を有することを確保する本条約第１２条１に則していると言え

る理由を説明願いたい。申し立てられた強制失踪の事例を捜査する責任を持つ

当局が，それら事例の捜査を開始し実行するよう訓練を受けているのか否かに

ついてもご教示願いたい。また，（a）当局の予算や人的資源，（b）当局が失踪し

た者が存在することを信じるに値する根拠がある際に，拘留の現場へのアクセ

ス制限の対象となり得るか否か，（c）職務上の機密情報やそれらの情報が国家利

益を害する可能性がある場合も含め，当局が捜査に関する全ての文書やその他

関連する情報へのアクセスがあるか否か，について情報提供願いたい。（第１２

条） 

 

１６ 政府報告書パラ３８～４３に留意するとともに，強制失踪の疑いのある

事案につき，正式な申立てがなされていない場合も含め，迅速かつ公平で効果的

な調査を実施するためにとられる全ての措置について，追加で情報提供願いた

い。文民であるか軍人であるかを問わず，一人又はそれ以上の法執行機関や治安

部隊の構成員が加害者側に関与している強制失踪事案に関する調査からそれら

を排除するためのメカニズムが備わっているか否かについて，ご教示願いたい。

所管当局が事案の捜査を拒んだ場合の告訴人が利用可能な不服申立てのメカニ

ズムについて，また，告訴人，その代理人，証人，及びその他捜査，起訴，裁判

に関与する者，あるいは自由をはく奪された者に関する情報提供を要請する者

を不当な取扱い，脅迫，又は制裁から保護することを確保するためのメカニズム

についても情報提供願いたい。（第１２条，第１８条，第２０条，第２２条） 

 

１７ 起訴された強制失踪事案の件数につき，犯罪の種類，年齢，性別，国籍別

に情報提供願いたい。また，被害者の消息が確認されたか否かを含め，調査結果，

責任のある者に対して科された制裁，リハビリテーションを含む被害者に対す

る賠償について情報提供願いたい。（第１条，第２条，第１２条，第２４条） 
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１８ 政府報告書パラ４６及び４７に留意するとともに，本条約の非締約国と

の間のものも含め，司法上の相互援助に関する条約及びその他の法規定につい

て追加で情報提供願いたい。また，相互援助が日本から請求されたものも含め，

強制失踪に関する実施例について，その請求の結果も併せてご教示願いたい。本

条約第１４条及び第１５条の規定する司法援助・協力における請求に適用され

得る国内法令において，制限や条件があるか否かについてもご教示願いたい。

（第１４条，第１５条） 

 

Ⅳ．強制失踪を防止するための措置（第１６条～第２３条） 

１９ 政府報告書パラ４８～５６に留意するとともに，追放，送還，又は犯罪人

引渡しに関して，以下の事項につきご教示願いたい。 

 

（a） 強制失踪を「自律犯罪（autonomous crime）」としていない場合において，

全ての締約国との間に存在する全ての犯罪人引渡条約において強制失踪

を引渡犯罪とすることをどのように国内法で担保しているのかにつき明

確にされたい。また，強制失踪を引渡犯罪に明確に含む日本と本条約の他

のすべての締約国との間の犯罪人引渡条約について情報提供願いたい。

犯罪人引渡条約が存在しない場合，犯罪人引渡しの請求を行った他の締

約国が日本からの請求を承諾する保証がない場合も含め，どのように犯

罪人引渡しの根拠として本条約が利用されるのかについて説明願いたい。

強制失踪の事案につき，締約国が犯罪人引渡しを許可した例及び拒否し

た例につき，ご教示願いたい。（第１３条） 

 

（b） 追放，送還，又は犯罪人引渡を決定する当局について，追加の情報提供を

願いたい。また，ある者が，強制失踪又は生命や個人の完全性に対する他

の形態の重大な侵害の対象とされるリスクについて評価・確認するため

に，追放，送還又は犯罪人引渡しの手続き前に適用されるメカニズムや基

準について追加で情報提供願いたい。さらに，ある者が強制失踪の対象と

されるおそれがあると信ずるに足りる理由がある場合に，外交上の保証

を受け入れているか否かについてもご教示願いたい。（第１３条，第１６

条） 

 

（c） 国内法令，犯罪人引渡条約，又は強制失踪犯罪に関する第三国との間の協

定において存在する犯罪人引渡しに対する障害を取り除くことを予定し

ているか否かについてご教示願いたい。強制失踪事案に関する犯罪人引

渡請求が，強制失踪が政治犯罪，政治犯罪に関連する犯罪又は政治的な動
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機による犯罪であることを理由に拒否されないよう確保する措置が備わ

っているか否かについてご教示願いたい。（第１３条，第１４条） 

 

（d） 政府報告書パラ５６に関し，外国人の追放，送還又は犯罪人引渡しに携わ

る職員が受講する，人権と強制失踪に関する研修について，追加で情報提

供願いたい。（第１６条，第２３条） 

 

２０ 拘禁及び自由をはく奪された者が拘禁されている場所へのアクセスに関

し，以下の事項につきご教示願いたい。 

 

（a） 秘密拘禁を禁止する国内法令について情報提供願いたい。また，日本にお

いてどのような場所が自由をはく奪された者が拘禁される場所と考えら

れているのかにつき，ご教示願いたい。（第１７条） 

 

（b） 政府報告書パラ６１，６４，６９，８０，８１，及び９２に留意しつつ，

自由をはく奪された者が，自由をはく奪されたその時点から，どの拘禁施

設であるかにかかわらず，弁護人，家族，その他自己が選択した者と連絡

を取り，その訪問を受ける権利，それらの者が，当該人物が拘禁されてい

る事実及びその拘禁場所を知らされる権利，また，自由をはく奪された者

が外国人の場合は，国籍国の領事当局と連絡をとる権利を保障するため

の関連する国内法令について，追加で情報提供願いたい。また，本条約第

１７条２（d）との整合性の観点から，これら権利に適用され得る条件や

制限があれば情報提供願いたい。この観点から，面会における時間制限を

含め，自由をはく奪された者と弁護人との面会に時間制限があるか否か

ご教示願いたい。これら権利の履行が不十分であることに対する苦情申

立てや訴え出がなされたか否か，また，その場合に遂行された手続き及び

制裁を含めた結果についてもご教示願いたい。（第１７条） 

 

（c） 自由をはく奪された者とその弁護人以外の者を含む正当な理由を有する

全ての者が，医療機関や入国者収容所を含め，自由をはく奪された場所が

どこであるかにかかわらず，強制失踪の疑いのある事案につき訴訟を起

こすことができる旨保障する法令について情報提供願いたい。この権利

に関する遅延や障壁に対して，国内法で想定される制裁について情報提

供願いたい。（第１７条，第２２条） 

 

（d） 政府報告書パラ７５～７８に記載されている登録簿や記録には，医療施
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設，婦人補導院や入国者収容所を含む，全ての拘禁施設における自由をは

く奪された者に関する情報，また，本条約第１７条３に記載された全ての

事項に関する情報が含まれているか否かについて明確にされたい。また，

自由をはく奪された者の登録や記録が含まなければならない情報につい

ての関連法令についてもご教示願いたい。さらに，自由をはく奪された者

に関する全ての記録が完全なものであり，速やかに更新され監視された

ものであることを確保する措置について情報提供願いたい。（第１７条） 

 

（e） 政府報告書パラ６６，７１～７４，９４及び９５の関連部分に記載された

拘禁施設の監査に関して，法律の関連条文を追加で情報提供願いたい。ま

た，入国管理施設への実地訪問を含む，全ての拘禁施設を監査するための

他の独立組織又は行政メカニズムについて情報提供願いたい。政府報告

書パラ７１，７３及び９４に言及されている，実地監査を実施するための

メカニズムを担当する当局，並びに政府報告書パラ６６，７２，７４及び

９４に記載された視察委員会の役割と責任について明確にされたい。ま

た，全ての関連する当局から出された勧告を実施するためのプロセスに

ついて追加で情報提供願いたい。加えて，それらメカニズムの独立性と全

ての拘禁施設への無制限のアクセスを保障するための措置について情報

提供願いたい。さらに，この目的のもとに，拘禁施設の監査を担当する職

員の訓練及び拘禁施設ごとの年間監査件数についても情報提供願いたい。

（第１７条，第２３条） 

 

（f） 政府報告書パラ１１８，１２０～１２２，１２４及び１２５に留意しつつ，

全ての拘禁施設からの釈放に関する検証を確保するための法令と慣例，

並びに釈放の監査を担当する当局について追加で情報提供願いたい。（第

１７条，第２１条） 

 

（g） 政府報告書パラ１２７～１３１に留意しつつ，本条約第２２条（b）及び

（c）の行為について，上述した政府報告書パラに記載されている法令が

どのように完全に対応しているのかにつき，追加で情報提供願いたい。特

に，刑法第１５６条及び第１９３条が，自由のはく奪を記録しないこと，

自由のはく奪に関する情報の提供を拒否すること又は不正確な情報を提

供することを規制しているか，説明願いたい。（第２２条） 

 

２１ 政府報告書パラ９６～９９及び１０８～１１３に関し，自由をはく奪さ

れた場所のいかんにかかわらず，拘禁の根拠の開示を除く，本条約第１８条（１）
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に掲げられた全ての情報へアクセスする権利を正当な利益を有する者に保障す

る措置，及び，当該情報の入手に係る実効的な法的救済に対する遅延や妨害を防

止し，又は制裁を科す措置につき，追加で情報提供願いたい。政府報告書パラ９

８に記載のある，「被収容者の個人情報」に関し，その関連法令及び内容につい

て，また，それら情報が本条約第１８条１の全ての要素を満たすものか否かにつ

いて情報提供願いたい。政府報告書パラ１１０及び１１１に留意しつつ，当該情

報の開示の拒否に対する不服申立ての方法につき，適用される法令の関連部分，

申立て先の当局，申立ての期限を含め，追加で情報提供願いたい。また，政府報

告書パラ１０９に記載された内容及び同パラ９９に記載された法令や規則を含

め，開示要求に対応する際に，本件権利の行使が国内法令により制限される場合

は情報提供願いたい。この観点から，締約国がこれら制限を抑制するために何ら

かの措置をとっているか否かについてご教示願いたい。（第１８条，第２０条，

第２２条） 

 

２２ 政府報告書パラ１０２～１０７，１４７及び１４８に関し，失踪者が死亡

した場合の遺留品の特定，及び失踪者の捜索の目的とした，失踪者及びその親類

の個人情報（医療上及び遺伝上の情報を含む。）の収集，処理，利用及び保管に

係る国内法令と手続について追加で情報提供願いたい。これに関連し，この目的

のために遺伝上の情報のデータベースが存在するか否かについても明確にされ

たい。被害者の居場所を特定するためのメカニズムや，被害者が死亡している場

合はその遺骸の場所を特定し，親類のもとに返還するためのメカニズムについ

て情報提供願いたい。（第１９条，第２４条） 

 

２３ 政府報告書パラ１３２～１３９に留意しつつ，当該パラに記載のある研

修の内容や頻度，研修を受けた職員の数について追加で情報提供願いたい。また，

締約国が，「自由をはく奪された者の身体の拘束又は取扱いに関与する法執行の

職員（文民であるか軍人であるかを問わない。），医療職員，公務員その他の者に

対する訓練」について規定した本条約第２３条に基づき，同条を念頭に置いた研

修を実施しているか，又は実施する予定があるか否かについても情報提供願い

たい。（第２３条） 

 

Ⅴ．賠償及び強制失踪からの児童の保護に関する措置（第２４条，第２５条） 

２４ 国内法令における「被害者等」の定義は「被害者だけでなく，被害者が死

亡した場合若しくはその心身に重大な故障がある場合における配偶者，直系の

親族若しくは兄弟姉妹を含む」とされているが，それがどのように本条約第２４

条（１）に記載のある「被害者」の定義，即ち「失踪者及び強制失踪の直接の結
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果として被害を受けた個人」と一致するかご教示願いたい。強制失踪の被害者が，

「被害者」として認識されるためには刑事訴訟を起こす必要があるか否かにつ

いても明確にされたい。政府報告書パラ１４２，１４３，及び１４９に関し，本

条約第２条に定義された強制失踪の被害者に対して賠償を行うために適用され

る法令について明確にされたい。被害者が死亡していない場合も含め，強制失踪

の被害者に対し，国家から提供される賠償の種類について情報提供願いたい。ま

た，賠償へのアクセスが刑宣告の有無に影響されるか否かも示しつつ，受け取り

までのタイムラインも含め，賠償を受け取る際の詳細な手続についてご教示願

いたい。さらに，強制失踪の状況に関する真実や失踪者の消息を知る権利を確保

するためのメカニズム確立に関する手続きの存在の有無及びその方法，また，そ

れらメカニズムが，調査の進展及び結果並びにそれらへの関与に関し，どのよう

に被害者の権利を確保するかについて情報提供願いたい。（第２４条） 

 

２５ 政府報告書パラ１４４及び１４６に関し，ある者の失踪の宣言をするた

めには，個人の生死が消息が１年又は７年間不明であることが必要であるか否

か（注：国内法令では，沈没した船舶の中に在った場合等は一年間，その他の場

合は七年間生死が明らかでなければないときに，家庭裁判所は，失踪の宣告をす

ることができるとされている），また，この不在期間の短縮の可否，さらに，失

踪宣告を行ってから不在者が死亡したと認定されるまでに必要とされる期間に

ついて，ご教示願いたい。失踪の宣告又は死亡宣告がなされた前後につき，消息

が定かでない失踪者及びその親類の法的状況について，社会保障，金銭面，家族

法，及び財産権の観点から情報提供願いたい。また，失踪者の不在認定及び死亡

宣告が，失踪者の消息が判明するまで強制失踪に関する捜査を継続するという

国家の義務に影響を及ぼすか否かについてもご教示願いたい。強制失踪に関連

する組織及び団体を設立し，これに参加する被害者の権利を保障するための既

存の法令及び行政手続について情報提供願いたい。（第２４条） 

 

２６ 政府報告書パラ１５０に関し，本条約第２５条（a）に関する行為に適用

される刑法の関連規定とともに，当該行為及び本条約第２５条（b）に関する行

為に科される最高と最低の刑罰についてご教示願いたい。科された刑罰も含め，

当該事案に関する統計データを性別，年齢，及び国籍別に提供願いたい。政府報

告書パラ１５２に関し，失踪した児童の捜索と特定に関する既存のメカニズム

及び関連する法規定，担当当局，及び DNA データベースの有無を含め，当該児童

を親元に返還するための手続について追加で情報提供願いたい。政府報告書パ

ラ１５４に関し，強制失踪行為に基づく養子縁組を見直し，必要な場合無効とす

る手続について，また，失踪した児童が本来の身元を再構築する権利を保障する
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手続について，追加で情報提供願いたい。強制失踪行為に基づく養子縁組の無効

に時間的制限があればご教示願いたい。（第２５条） 

  


